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本邦における小児・AYA世代がん患者の生殖機能に関する 

がん・生殖医療連携体制の拡充と機能維持に向けた研究 

 

古井辰郎 国立大学法人東海国立大学機構 岐阜大学大学院医学系研究科 准教授 

 

2019年度に開催した NW未整備地域を対象としたワークショップでは、ネットワーク構築や維持に

おいて、先導者がいないこと、予算的な後ろ盾がないこと、ノウハウがないことなどが障壁となっ

ていることを明らかとした（癌と化学療法．47(12):1691-1696, 2020）。 

2020年度は地域がん・生殖医療ネットワーク(NW)を全都道府県に整備するため、既に NW整備済み

地域の代表者、未整備地域の行政がん対策担当者に対して、NWの整備と Oncofertility Consortium 

Japan(OCjpn)への参加を依頼するとともに、賛同いただいた地域の NW 構築準備状況の調査を実施

した。この情報は後述の NW 要件作成に関する意見募集時にも更新しており、2021 年 3 月 31 日の

段階で、全 47都道府県で NW構築に関わる行政担当者、がん診療医、生殖医療医のリスト化が完了

した。また、本研究で作成した JSFPwebサイトの地域連携のページに地域ネットワークの情報がア

ップされている地域は 45 となり（図）、その中で NW を構成するがん診療施設と生殖医療施設のリ

ストアップ完了地域数は 35 でまで増加した。これと並行して NWの実態に関しては不明瞭な点があ

るため、ネットワークの機能を定義するために「要件案」を作成し、準備中も含む全都道府県 NWの

行政、がん診療、生殖医療の窓口担当者宛に、意見募集を行っている。 
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Ａ．研究目的 

小児・AYA世代がん患者に対する、がん・生殖医療

に関する情報提供と意思決定支援体制としての NW

の全国展開を目指した。次に、NWの機能を定義す

ることと、その設立要件を明らかにすることは、

患者に対する情報提供および意思決定支援の質的

な均てん化が期待できるだけでなく、新規構築、

運営の持続性を容易にすることが期待できるため、

NW の設立要件設定を目指した。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 未整備地域への担当者設定依頼・既整備地域の

情報再確認 

 前述の障壁を少しでも緩和する目的で、本研究

班が未整備地域に対して(1)構築の契機作りとし

て、NW構築の呼びかけと代表、窓口（がん・生殖・

行 政 ） の 決 め る こ と 。 (2)Oncofertility 

Consortium Japanへの参加と本研究班作成の web

サイト活用による NW 間の相互支援体制の構築を

図った。整備地域に対しても同様の情報の再確認

を行なった。 

また、事情により担当者の決定が遅れている地域

や NW既存地域でも行政・がん診療の担当者のいず

れかが明らかにされていなかった地域に対しては、

再三の回答依頼に加え、次の「2.NWの設立要件制

定」に対する意見募集時の回答者に、それぞれの

担当者となっていただくこととした。 

2.NW の設立要件制定 

当研究班で NW設立要件(案)を作成し、全都道府県

のがん対策担当課担当者、各 NWのがん診療および

生殖医療の窓口に対して意見募集を行なった。

2021年 4月末で回答を締め切って、修正案の作成

とワークショップ開催による確定版として発表し

たい。 

（倫理面への配慮） 

特に無し 

 

Ｃ．研究結果 

a) ネットワーク調査結果 

表１-1  【2019年末までの未整備 24地域(Group3)

からの回答状況】 

(2021年 2月 10日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１−２ 【先行６府県（Group1: 岐阜、岡山、滋

賀、埼玉、京都、広島）を除いた整備地域(Group2)

の回答】  (2021年 2月 10日) 
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【NW 調査の結果(web サイト)と最新の OCjpn 参加

状況】 日本がん・生殖医療学会(JSFPweb)サイト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

OCjpn(JSFPwebサイト地域連携のページ) 

参加=45地域 

がん診療施設のリストアップ=36地域 

生殖医療施設のリストアップ＝37地域 

がん診療施設・生殖医療施設ともに非表示＝12地

域（新潟県と奈良県含む） 

  ＝アップされている 10県は準備中 

＊現時点で非参加の新潟県と奈良県も参加に向け

て調整中 

 

b) 要件設定アンケート回答状況 

行政窓口=33地域 

 未返信：茨城県、埼玉県、神奈川県、山梨県、三

重県、滋賀県、京都府、大阪府、鳥取県、岡山県、

徳島県、高知県、佐賀県、宮崎県 

がん診療窓口＝18地域 

 未返信：青森県、岩手県、宮城県、山形県、茨城

県、埼玉県、千葉県、新潟県、富山県、石川県、福

井県、山梨県、静岡県、三重県、滋賀県、京都府、

大阪府、兵庫県、奈良県、鳥取県、岡山県、山口県、

徳島県、香川県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、

沖縄県 

生殖医療窓口＝31地域 

 未返信：岩手県、秋田県、福島県、埼玉県、千葉

県、新潟県、石川県、福井県、長野県、滋賀県、奈

良県、鳥取県、香川県、大分県、宮崎県、沖縄県 

 

c) 最終的な窓口決定状況 

行政窓口決定済み＝47地域 

 未確定：無し 

がん診療窓口決定済み＝41地域 

 未確定：新潟県、静岡県、兵庫県、長崎県、大分

県、宮崎県 

生殖医療窓口決定済み＝45地域 

 未確定：新潟県、長野県 
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Ｄ．考察 

1. NW の全国展開 

 NWの構成および運営の主体は地域における大学

病院の産婦人科が中心となっていることが多い。

特に既存地域（G2）、令和３年度開始の公的助成制

度（研究支援事業）と当研究班から行政に対して

働きかけが、構築のきっかけとなった新規構築地

域(G3)ともにその傾向は同じであった(表１-1, 

表 1-2)。全がん診療科と生殖医療が平等に関係す

るべき NWの特性を考えると、特定の診療科が中心

となる形式の是非は十分に議論する必要があると

思われる。 

 2020 年度に行った２種類の調査を通して、全都

道府県の中で、行政（47 地域）、がん診療（41 地

域）、生殖医療（45地域）の窓口が整備され、実際

の診療施設のリストアップまで完了している地域

は、がん診療施設（36地域）、生殖医療施設（37地

域）まで拡充した。まだ具体的に NWの窓口のリス

ト表示にまで至っていない地域においても、2021

年 3 月末までにネットワーク構築のための協議が

始まっている。これは JSFP と本研究班による働き

かけの効果によるところが小さくないと思われた。 

 

2.NW の設立要件制定 

NW 設立要件に関しては、2021 年 4月末までに返信

された意見を整理して要件(案)の修正版とし、

2021 年秋までに、関係者によるワークショップ

(web開催予定)を開催して最終版完成としたい。 

 

Ｅ．結論 

2020 年度中は、NW 未構築であった 24 都府県で

行政が関与した NW 構築完了もしくはその準備が

開始された。特に行政の窓口は全都道府県で指定

されるに至っており、がん診療および生殖医療の

窓口もそれぞれ 41、45地域で指定された。 

一方、NWの構成や運営に関しては地域によって

大きな差があるものの、概ね大学病院の産婦人科

が中心となっていることが多く、多様のがん患者

に対する充実した支援を行う上で、がん診療医や

行政の関与の増加が望まれる。そこで、2021年度

には NW の機能の定義や構成要件などの策定を目

指した研究に着手している。 
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